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人口移動に対する経済的誘因の有効性
一 旧ソ連における共和国間人口移動の時系列分析一

雲 和 広

は じ め に

i
.

20世 紀 の 日本 や 欧 米 諸 国 に お け る 地域 間 人 口移 動 は第 一 に都 市 化 の進 展 で 特

徴 づ け られ る。 そ して ま た そ の後 半 に は 郊 外 化 が 顕 著 に現 れ て くる が,Vin.

ingetat〔1981〕 は 先 進 国 の 人 口移 動 を 国際 比 較 す る こ とに よ って そ の各 国 間

の相 似 を 明 らか に した 。 日本 国 内 の地 域 間人 口 移 動 に見 られ る3大 都.市圏 へ の

集 中,そ して そ の 反転 につ いて は石 川 〔1994〕 の詳 細 な研 究 や 内 村 〔1980〕 に

よ って 実 証 さ れ て い る。

さ て 旧社 会 主義 国 に 目 を転 じて み る と,そ の 人 口移 動 に関 す る研 究 の希 薄 さ

に 驚 きを 禁 じ得 な い。 そ してそ う した 数 少 な い諸 研 究 に して も,そ の 背後 で は

旧 社 会主 義 国 の 人 口移 動 は政 策 的 要 因 に よ って説 明が 可 能 だ と前 提 さ れ て い る

も の が 多 い よ う に 見 受 け ら れ る の で あ る。 だ がRomanenkova〔1991〕 や

Sonin〔1980〕 は,ソ 連 に お い て 自発 的 意 思 に よ る 空 間 的 ・社 会 的 入[流 動 が

経 済計 画 達 成 の障 害 と な って い る こ とを挙 げ てい る。

.旧 ソ連 で は計 画 に基 づ い て工 業 ・農 業 生 産 が 行 わ れ て い た とされ,こ の 事 は

必 然 的 に投.ド労働 量 の 先験 的決 定,ひ い て は計 画 的 な 人 口配 置 を 要請 す る こ と

に な った 。 しか しな が ら,住 民 の 国 内流 動 を国 家 が 全面 的 に管 理 す る とい う こ

とが 果 た して 可 能 で あ るの か,検 証 の余 地 が あ ろ う。 また極 度 に 中央 集 権 の 進

んだ 国 に お け る人 口移 動 の分 析 は,開 発 を政 府 主 導 で進 め る際,労 働 力 の 確 保

が ど こ まで 行 い 得 るの か を考 察 す る上 で 示 唆 す る と ころ が あ る と考 え る。 そ こ

1
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で本稿は旧ソ連における人i.1移動の構造分析をその目的とする。

はじめに連邦構成共和国間人口移動の経年変化を概観する。そこでは1970年

代中頃にロシア共和国が転出超過から転入超過へ,中 央アジア諸国が転入超過

から転出超過へ と変化 した 「人口流動転換点」の存在を指摘する。第2節 では

その 「転換点」を中心に行 った時期区分に従い,人 口移動の推移と対応する時

期の中央政府の政策とを検討する。

そして第3節 では国家の開発誘因と人口移動 との関係を分析する。本稿では

資料の制約を鑑み,単 純な相関係数の解釈に議論の中心を置 くこととする。地

域闇経済格差および国家の経済的誘因と人口移動 との関係を検討 し,ソ 連にお

ける人口移動の構造を考察する。

1970年代前半に関して,諸 変数 と連邦構成共和国間の人口移動 との相関は非

常に弱いものに留まっていた。しか しユ970年代末期以降,そ れが顕著に強まっ

ている。残念ながらラグについて有意な働きを見ることはで きなかった。開.発

誘因の有効性が上昇したと解釈 し得るかもしれないが,19701P代 以降のソ連の

政策転換とあわせて考えるならば,む しろ人口が流入している地域に人口移動

をあと追い して重点投資が行われていると解釈する方が妥当であると思われる。

最後に概略と結論を述べる。

1ソ 連 の 人 口移 動 一 時 間に伴 う推移 と 「人口流動転換点」一

ここで は ソ連 の入 口移動 を先 進 国 に お け る[都 市化 → 郊 外 化]の 変 化 の よ う

に,そ の推 移 に従 って 時 期 区 分 を行 う こと にす る。 これ まで に も何 人 か の 研 究

者 た ち が これ を試 み て い る。 例 え ばZayonchkovckaya(1988,p.38)は 「移

動 の結 果生 じた 地 域 住 民 数 と人 口構 造 の変 化,移 動 の 諸条 件 」 に着 眼 しつ つ,

これ を セ ンサ スの 実 施 年 で 区 切 っ て い る。 彼 女 は そ こで 革 命 以 後1926年 ま で

を 「第 ユ次 大 戦 ・革 命 ・内 戦 以 後 の安 定 化 」 の 期 間,1927-1938年 を 「第1

次 五 ヵ年 計 画 と工 業 化 の 進 展 期 」,1939～1958年 は 「戦 争 直 前,戦 中 期,戦

後 復 興 とい う 多 様 な 時 期 。 しか しそ の 間 の 人 口 動 態 は,戦 争 に よ る 破 壊 と
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そ の 後 長 期 に渡 っ て 人 口 分 布 や 工 業 配 置 に影 響 を残 す こ とに な る戦 争 中 に 生

じた 変 化 との結 実 で あ る」 と し、 そ して1958年 以 降 を 「安 定 期 」 で あ る とい

う。

だ が こ う した分 け方 は あ ま りに根拠 が 薄 弱で あ ろ う。 まず セ ンサ ス年 を そ の

指 標 とす る の は論 外 で あ る。 さ らに1958年 以 後 につ いて,こ れ で は戦 争 さ え な

け れ ば 「安 定 してい る」 とい う こ とに な ろ う。 こ こで は そ の現 象面 に着 目 して

人H移 動 の時 期 区 分 を行 う。

第1図 に連 邦 構 成 共和 国 の 純 社 会増 加 率,第 ユ表 に重 複 す る時期 に お け る5

年 ご との 実 数 累計 値 を示 す 。 先 進 地 域 で あ る ロ シア と,ユ960年 代 まで 開発 が 強

.力 に押 し進 め られ て い た 中央 ア ジ ア と に注 目 した い。 ロ シ アで は1974年 まで,

純 社 会 増 加 率 は 負 の 値 を保 って い る(第 ユ図a,第1表)。 と こ ろが ユ975年 以

降,人 日流 入 が 見 られ る よ うに な っ た(第 ユ図a)。 一 方 中 央 ア ジ ア は基 本 的

に 人 口 流 入 地 で あ ったが(第1表),1976-1977年 以 降 流 出基 調 に 転 じてい る

(第1図c)。 こ こ に明 確 な人 口流 動 の変 化 を捉 え る こ とが 出来 る。

Rowland〔1986,1988〕 は ソ連 の 人 口流 動 転換 に関 す る研 究 を 行 った 。 しか

し彼 は セ ンサ ス に基 づ い た た め 経 年 変 化 を 見 る こ とが 出 来ず,1959-1970,

ユ970-1979,1979一 ユ987年 を そ れ ぞ れ 集 計 した。 そ して彼 の 結 論 は 「1970-

1979年 の人 「1移動 と1979-1987年 の人 口移 動 との 間 には 大 きな傾 向 の 変 化 が 見

られ る」 とす る に と ど ま って い る ので あ る。

日本 や 欧 米 で は1970年 代 以 降都 市 圏か らの人 口流 出 が 見 られ,こ れ は人 口 移

動 の転 換 期 と して 知 られ て い る(Viningetal.,1981)。 こ の現 象 は 郊外 化 の 進

展 を表 してお り,ソ 連 の 人 口流 動 の変 化 と は質 を異 にす るで あ ろ う。 だ が そ れ

まで の ト レ ン ドとの 相 違 か ら,こ れ を ソ連 にお け る 共 和 国 間 「人 口 流 動 転 換

点 」 と名 づ けて も差 し支 え あ る ま い。

こ の変 化 が い か に大 きな もので あ った の か を統 計 的 に見 てみ よ う。 各 年 ご と

に15共 和 国 の 純社 会 増加 率 の平 均 値 を導 出 し,2つ の年 の 間 に観 測 され る平 均

純 社 会 増 加 率 の 差 が 有 意 か否 か を見 る'検 定 を行 った。 ここ に算 出 した の は,
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1978年 の値には問題がある。1979年 に入口センサスがおこなわれており、この年の調査 日が他年 と異なる上大幅 な数値の修正が

な されている。そのため1978年 に関 しては省略 した。TSSU,各 年版に記載 されている各年の 人口および自然人口増加率により残

差法で算出。
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第1表 共和国別純社会増加数

(287)49

(単 位=1000人 〕

共 和 国 1961-1965 1966-1970 1971-1975 1979-1988

ス

ラ

ブ

ロ シ ア

ウ ク ラ イ ナ

白 ロ シ ア
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-61.

1767
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130

73

56
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127

53
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3

一261

143

-38
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3℃

一784

-507

-157

-102

-284

.出所;V.i.Perevedents巳v{1991)

'=
x4-xか

鱒 …
X。;標 本 αの平 均 値 萬;標 本 うの 平均 値 砺;召 の標 準 偏 差

の;δ の標 準偏 差 恥;σ と 占の.相関係 数 π;デ ー タ数(本 稿 で は15)

で あ る。 デ ー タは 第1図 に あ げ た もので あ る。 結 果 は 第2表 の よ うに な った 。

*印,す な わ ち1974年1月1日 ～ 同年 ユ2月31日 の 間 の純 社 会 増 加 率 と,1975

年1月1日 ～ 同 年12月31日 の 間 の純 社 会 増 加 率 との 差 の みが,1%水 準 で 有 意

とな って い る。 そ れ 以外 は有 意 で な く,こ の 時期 を境 に ソ連 の 人 口移 動 は大 き

く変 化 した とい う こ とが 出 来 る。

日本 や 欧 米 の 経験 に よ れ ば,人[流 動 の転 換 は長 い 時 間 を か け て生 じた もの
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第2表

期 間
t値

a年b年

19721973 0.05

19731974 0.5ユ

19741975. 4,52*

19751976 D.23

19761977 D.02

19771978 D.56

19781979 0.18

の小 さ な負 値 か ら同 じ く小 さ な正 値 へ と変 化 して お り..

の もので あ る とい え る。1970年 代 半 ば の 「人 口流 動転 換 点 」 は こ こに見 る こ と

が 出来 た.とい え よ う。

こ.の 「転 換 点 」 を 中心 にそ の他 の時 期 も人 口流 動 の 変化 に従 って以 下 の よ う

に 整理 した 。

1)1917一 一1965年

革 命 の混 乱,強 制 移 住,防 衛 上 の理 由か ら生 じた 移 住 な ど,非 経 済 要 因 に

よ.るものが 移 動 理 由 の 中 心 を 占 め る。 ユ953年(ス ター リ ンの死)以 降 は開

.発 イ ンセ ンテ ィブが 強 く働 い た。 全 体 的 に政 府 の 意 向通 りの移 動 が 生 じた

期 間 だ とい え る。

2).1965-1976年

開発 イ ンセ ンテ ィブ は依 然与 え られ たが,そ の 有効 性 が縮 小 してい った 時

期 。

3)1976-1986年 頃 まで

経 済成 長率 の傾 向的 低 下 を背 景 と して,効 率 性 を優 先 した 政策 の下,住 民

の 選好 に基 づ く移 動 が 明 確 に な った期 間。

次 第 で は そ れ ぞれ の期 間 ご と に人 口 移動 を見 てい くこ と とす る。 な1986年

以 降 は 民 族 紛争 が 頻発 してお り,非 経 済 的 要 因 の説 明力 が 高 くな る と思 われ る

第159巻 第4号

で あ り,こ こで 見 た ソ連 の 人 口移 動 の転

換 は極 端 過 ぎ る よ うに 思 わ れ る。 しか し

なが ら,中 央 ア ジ アの 人 口 流 入 地 か ら流

出地 へ の転 換,ロ シ アの 人 口 流 出 地か ら

流 入 地 へ の転 換,と い う時期 を見 る こ と

が こ こで の 目的 で あ る。 第1図 に 明 らか

で あ るが,1974-1975年 の 間 に は5か 国

(中央 ア ジ ア)が 大 き な正 値 か ら ±0あ

るい は負 の値 へ,同 時 に 白 シ アが 絶 対 値

この'値 の 高 さ は当 然
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ので 取 り扱 わ な い 。

11開 発政策と人口再配分政策

1)第1期=1917～1965

初 期 の 人 口 移動 に 関す る資 料 は革 命 や 集計 の不 備 に よ り,信 頼 に足 る もの で

はな い 。 だが 多 くの文 献 に共 通 して語 られ る の は,革 命 と直 後 の 国 内 戦,そ し

て 世 界 大 戦 に よ る膨 大 な人 口喪失 で あ る。 この期 間 の ソ連 全 土 に お け る 人 口喪

失 は3000万 を下 らな い とい う1)。

これ と並行 して,ド イツ の攻 撃 か ら逃 れ るた め に多 くの工 場 や1千 万 人 以上

の住 民 が 欧 州 地域 か ら シベ リア な ど東 部 地域 へ 移 され た。 この 工 場 群 が そ の ま

ま留 ま り,戦 後 の 開 発 拠 点 とな る こ と も多 か った(Bruk,1965;Pod'yachikh,

1961;Vorob'ev,1977)。

この期 間 の 人 口移 動 に関 し,最 も大 きな原 因 とな った と思 わ れ るの は 強 制移

住で あ る。 ユ953年 まで の ス ター リ ン体 制 下,多 くの 人々 が シベ リ アや 極東 に流

さ れ た。 収 容 所 内 で の死 者 の規 模 が どの程 度 で あ った か に つ い て は様 々 な推 計

が な され て お り,そ の値 もま ち ま ちで あ る(島 村,1985)が,い ず れ にせ よ非

常 に大 規 模 で あ った こ とは疑 い な い。 囚 人 は流 刑 地 の 開 発 に利 用 され,後 の シ

ベ リア ・極 東 開発 の 先鞭 をつ け る こ ととな った 。

ス ター リ ン死 後,移 動 理 由 の 中 に 経 済 誘 因 の 占 め る割 合 が 増 大 し始 め る

(Verete㎜ikov,1991;Marianskii,1969>。 そ れ は カザ フ ス タ ンの 人 「1増大 に見

る こ とが 出来 る。 第3表 に1939-1959年 の 間 の 人[増 加 率 を示 す 。

カザ フス タ ンで は1953年 以 降 農 地 の 開発 が行 われ,大 量 の 人口 流 入 が認 め ら

れ る。 また 賃金 率 も中央 ア ジ アの 中で は抜 きん で て 高 く設 定 され てい た 。 医療

水 準 や 交 通 イ ン フ ラな どの指 標 で 見 れ ば ロ シ アな どに比 べ て非 常 に遅 れ て い た

カザ フ ス タ ンへ の流 入 は,こ の当 時 の 開 発 誘 因 が有 効 で あ っ た こ と を示 唆 す る

1)Gozulov認 鳳 〔1969〕,島 村 〔1985〕,PQd'yachikh〔1961〕 等 。 ただ し これ は 公 表 数 字 で あ り,

1000万 人以 トの 過 大評 価 が され てい る とい う説 もあ る 〔島村,1985)。
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第3表'39一'59の 人 口 増 加 率

ウ ラ ル 地 区

極 東 地 区

カザ フスタン

欧 州 部

ソ 連 全 土

28.9%

69,7%

52,8%

0.3%

9.5%

・ウラルに関 しては,対 ドイツ戦の影響 が太 き.

い(戦 後疎開の定着)。

。極東 には強制移住の影響がある,

・総 人[.1増加率の低 さは戦前戦後の人口喪失で

説明で きる。

出 所:A、Mariansk麺,1969.

で あ ろ う%

初 期 の ソ 連 に お い て は,全 土 の 均 等 工 業 立 地 が 政 策 的 目標 と さ れ た

(Saushkin,1967)。 そ れ は 地 域格 差=空 間 的 階 級 分 化 の解 消 を建 前 と した こ と.

に起 因 す る もの で あ ろ うが,ま た経 済 効 率 を著 し く低.ドさせ る こ と に もな った

ので あ る。

2)第2期:1965～1976

1960年 代 も引 き続 き政 府 に よ る強 い 開.発イ ンセ ンテ ィブが 与 え られ た 。 第1

図 と第1表 に それ が 表 れ て い る とい え よ う。1960年 代 前 半 を 見 る と,発 達 地域

で あ る ロ シアで は人 口流 入 が抑 え られ,逆 に 人 口流 出 が 生 じて い る。 ロシ アや

バ ル トで はパ.スポ ー ト制 に よ る流 入抑 制 が 行 わ れ,ま た 各 大 都 市 は独 自に流 入

を抑 え る た め の諸 策 を導 入 した(Romanenkova,1991)㌔ 一 方後 進 地 域 の 中央

ア ジ アに大 きな人 口流 入 が起 こ ってい る。

中で もカザ フ ス タ ンへ の流 入 は顕 著 で あ った 。1960-1970年 の10年 間 に43万

入 の純 社 会 増 を示 し,ソ 連 の各 共 和 国 の なか で も第 二位 の 人 口流 入 を記 録 して

い る。 ま た木 材 や 鉱物 資 源 を抱 え る極 東 と北 部 地 域 に も大 きな流 入が 観 測 され

2)地 域格差 については第4表 参照。中央 アジアは欧州地域に大き く遅れを取 ってい る。

3}国 内移動 にも旅券が必 要だった。尚バ ル トとロシアの流入制 限の有効性 には差が 見られ る(第

1図a,b参 照)。 これ は例えば,バ ル トのス トックの優越性が遙か に高か った と解釈 出来るuあ

るい ほ民族の問題 も考え られよう。 ロシアは支配民族であ り,植 民 を行 う。 そ してそこでは ロシ

ア語 の強 制が可能で あった(Jonesetal.,1984)。 そ こで ロシアの 出超 ぽ解釈可能で ある。 一方

バ ル トの 人々に とつ一⊂は言語の上か ら も困難 を伴 う。従 ってバル トでは人は出て いかず,流 入す

るばか りであ った と.考えることが 出来 よう。
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た(Perevedentsev,1975)。

しか しなが ら この 傾 向 は1976年 頃 を境 に変 化 を見 せ る、 第1図 に よ る とロ シ

ア は1975年 に流 出超 過 か ら流 入超 過 へ 転 じ,以 後 一貫 して流 入 超 過 で あ る。 ま

た 中央 ア ジ ア{*1977'1以 降流 出基 調 とな つ左 。 これ が 先 の 「人 口流 動 転 換 点 」

で あ る。

これ には1960年 代 後 半 以 降 明 らか に な って きた 効 率 性 重 視 の 政 策 が 多 分 に 影

響 して い る と考 え ら れ る(中 村,1985)。 均 等 立 地 政 策 は 後 進 地 域 へ の大 規 模

投 資 を 余儀 な くさせ,必 然 的 に1960年 代 の投 資 効 率 は非 常 に低 い もの とな っ て

し ま った ので あ る。 そ して そ の こ とが政 策 転換 につ なが った と多 くの研 究 で指

摘 され て い るが(Dienes,1972),そ れ は また 同 時 に 人 口配 置 に も変 化 を与 え

た と解 釈 され よ う4,。

イデ オ ロ ギ ー に基 づ く均 等 産業 配 置 に代 わ り,特 定 地 域 へ の 集 中投 資 が行 わ

れ た。 それ に伴 い 資源 産 出地 で は大 きな人 口 増 加 が 見 られ た。 例 え ば油 田や 炭

田 を抱 え る 西 シベ リ アの チ ュ メ ニ州 の人 口 は1959-89年 の 間 に19万 人 か らユ76

万 入へ と激 増 した(Perevedentsev,1991)。 資 源 の 豊 か な極 東 や シベ リアで は

近 年 まで 流 入 が 見 られ た(第2図)。 資 源 獲 得 を 目的 と した 極 北 部 の 開発 誘 因

は有 効 性 を保 った こ とが こ こか ら窺 われ る。

とはい え カザ フ に対 して は70年 代 も一 貫 して巨 額 の 国 家投 資 が行 われ て い る。

また 綿 花 生 産 の 中 心 トル ク メ ンの賃 金 率 は第3図 に見 るよ うに ソ連 全 土 で も高

い もの とな って い る。 それ に も関わ らず カザ フや トル クメ ンか らは人Li流 出 が

生 じて い る の で あ る.(第1図)Q

こ こで は もはや 強 い 移 動 誘 因 の働 きを見 る こ とは 出来 ない の で は な い だ ろ う

か 。 第4図 の よ う にユ972-1983年 に 関 して平 均0 ,分 散1に 標 準 化 した一 人 当.

た り住 宅 投 資 額 と純 社 会増 加率 とを散 布 させ てみ る と,カ ザ フへ の 「無 駄 な投

資 」 が 顕 著 な もの とな って い る。 こ こ に 中央 ア ジ アに お け る高 賃 金 は イ ンフ ラ

ス トラ クチ ャー の不 備 を補 うに足 ら ない もの とな り始 め た と考 え る こ とが 出 来

4)「1950代 末まで,労 働力は自由財のように扱われていた」(D正en田,1972,p.444.)
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第2図
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第3図 労 働 者 ・.F務 員 の 噛ト亡均t㌃ 令
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第4図 標 準 化 清 純 社 会増 加 率 と標準 化 済 一 人 当 た り住 宅投 資 額 との 散 布 図
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る ので は ない だ ろ うか 。

開.発地 にお け る一定 の人 口増 は 日本 で も見 られ る もの で あ り,ソ 連 に独 特 な

ものだ とい う こ とは 出 来 な い(若 林,1987)。 だ が 逆 に 日本 で 普 通 に 生 じて い

る国 家投 資 に伴 わ な い人 の流 れ は,生 産 計 画 の 遂 行 を 至..ヒの 目 的 と してい た ソ

連 で は 由 々 しき問 題 とな るで あ ろ う。

この よ うに,当 初 強 く働 い た 経 済 誘 因 は そ の有 効 性 を次 第 に失 う よ うに な り,

人 口移 動 も新 た な展 開 を見 せ る こ と とな る。

3>第3期=1976～1986年 頃

この 頃 に な る と.費用 のか か る新 規 開発 を避 け,既 存 の集 積 地 を重視 す る傾 向

が見 られ始 め る。 開発 地 に労 働 者 を 定 着 させ る こ とは非 常 に困 難 で あ り,高 賃

金 もイ ン フ ラの欠 如 を補 う もの で は な か っ た。 そ こで 短 期 的 な 収益 性 を 高 め る

た め,イ ンフ ラの 整 備 を しな い ま ま,高 給 で 引 きつ けた 一 時 的 な労 働 力 の利 用

を指 向 し始 め た(Milovanov,1994>。70年 代 中期 の 人 口流 動 転換 点 を起 点 と し

た 中央 ア ジ アか らの 流 出 は こ の政 策 転 換 を物 語 るで あ ろ う(第1図c)。 同 時

に ロ シ アへ の 流 入 も拡 大 の...一途 を辿 る こ と にな る(第1図a)。

共 和 国 別..一人 当 り投 資 額 を見 る と(第4表).1959年 と比 べ て1982年 に は バ

ル ト諸 国 に 対 す る 比重 が増 大 し,対 照 的 に中 央 ア ジア の重 み が小 さ くな って い

る。 政 策 の変 化 は 明瞭 だ と言 え る。 また 一部 開発 対 象 地 域 を抱 え て い た カザ フ

や トル ク メ ンに は未 だ 大 き な投 資 が行 わ れ て いた に も関 わ らず,人 口流 出が 生

じて い る。 こ こ に政 策 的 な 移動 管理 の有 効 性 が 減 じて い る と考 え る こ とが 出 来

る ので は ない だ ろ うか 。

また 当 時 の 文 献 に よ る と,1970年 代 後 半 以 降 工業 地帯 に お け る労 働 力 不 足 が

大 き な 問題 とな っ て い た(Sonin,1980)。 規律 の弛 緩 か ら労 働 者 の社 会 流 動 率

が 高 ま り,離 職 した労 働 者 を補 う為 の 労働 力 需 要が 生 じたの で あ る。 これ が都

市 へ の 流 入 許 可 の拡 大 に結 びつ い た こ と は容易 に想 像 で きる。 例 えば 大都 市 レ

ニ ン グ ラー ドで は,流 入許 可 は企 業 の 労働 力需 要 に合 わ せ て 出 さ れ て い た の で
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第4表/ソ 連 時 代 にお け る地域 格差,

人 口10万 人 当 り医 師 数;単 位/人 共和国別一人当 り投資額*

(デー タ出所;TsSUSSSR,1981、)(デ ー タ出所 丁,SUSSSR,各 年版)
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掌各々の年について,平 均0,分 散1に 標準化 した数字 。

あ る。Romanenkova〔1991〕 は この こ とが レ ニ ン グ ラ ー ドの 人 口増 大 の 主 要

因で あ った とい う。 これ ら一連 の動 きは 自発 的流 動 の 傍 証 とな ろ う。

他 方極 北 部 に 対 す る 開 発 誘 因 は依 然 存 在 し,..一・定 の 成 果 が 見 られ る(第2.

図)。 ただ し以 前 とは 異 な り,新 た に 工 業 地 帯 を建 設 す る よ うな 事 は な くな っ

た。 代 わ って 労 働 者 を ベ ラ ック に居 住 させ,季 節 労働 の利 用が 指 向 され た の で

あ る(Milovanov,1994)。 これ が1990年 以 降 の 極北 地 域 か らの 大 量 流 出 に直結

した 事 は疑 い あ る まい(Kumo,1997a>。

総 じて 言 って,1976年 頃 の転 換 点 以 降,先 進 地 域 へ の流 入 と後 進 地 域 か らの

流 出が 見 られ る よ うに な っ た。 そ して この 時 期 に観 測 さ れ る 中央 ア ジ アか らの

流 出 は,未 だ この 地 に対 して行 われ てい た 巨 額 の 国家 投 資 に も関わ らず 生 じた

ものだ った の で あ る。
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III旧 ソ連 にお け る人 ロ 移 動 の構 造 相関係 数による分析

以上 見 た よ うに,1970年 代 半 ば に ロ シア の流 出超 過 か ら流 入 超 過,中 央 アジ

アの 流 人超 過 か ら流 出超 過 へ とい う 「人 口 流動 転 換 」 が 見 られ た 。新 規 開発 を

避 け,既 存 の集 積 地 を重 視 し始 め た こ と,そ して資 源 開 発 地 で は 労働 者 定.着を

意 図せ ず高 賃金 で 引 きつ けた 短 期 的 な 労働 力 の利 用 を指 向 し始 め た こ とが この

転 換 の 一 因 とな った と考 え られ る。

だ が そ の 政 策転 換 と人 口流 動 の 転 換 とを 対比 す る上 で,こ れ らの 図 表 の みか

らで はそ の因 果 関係 を 明 らか にす る こ とは で きな い 。 す なわ ち,人 口移 動 は政

策 的 誘 因 に よ って誘 発 され て い た の か,そ れ と も政 策 は 人 口移 動 の 後 追 い を し

て お り,人 口流 入 が 生 じ亡 い る地 域 に向 けて 集II1投 資 が行 われ る よ う に な った

のか,と い う こ とが 定か で は ない とい うこ とで あ る 。 そ こで 連 邦 構 成 共 和 国 ご

と(15共 和 国)と い うは な はだ 不 十 分 な 資 料 に 基づ い てで は あ るが,本 節 で は

時 系列 デ ー タに よ っ て 人[移 動 構 造 の 分析 を試 み る。.

人 口 移動 の分 析 は セ ンサ ス に依 拠 して行 うの が常 道 で あ ろ う。 だ が ソ連 につ

い て は セ ンサ ス と同 じ地 域 区 分 に よ る種 々 の経 済 統 計 の 入 手 が と りわ け 困難 に

な って い る。 ま た本 稿 の 分析 は ユ970年代 半 ば の人 口流 動 転換 を 中心 に行.うため,

1970,1979年 に実 施 され た セ ンサ スで は有 意 な結 果 を得 られ な い恐 れ が あ る。

従 っ て,ほ ぼ 毎 年 刊 行 さ れ て 経年 変化 を見 る事 が 可 能 で あ り,か つ 対 応 す る地

域 の経 済統 計 を容 易 に得 られ るTsSUSSSR,NationalEconomyoftheUSSR

(翫r(>dnoeKhozyaystvoSSSR),各 年 版 を用 い る こ とにす る。

こ こで 検 討 す べ き課題 は,ソ 連 の移 動 が 国家 の経 済誘 因 に従 って 生 じて い る

の か,あ る い は地 域 の経 済 格 差 に 基づ い て生 じてい るの か,と い う事 で あ る。

だ が ソ連 の経 済 統 計 や 人1統 計 は緻 密 な分 析 に は耐 え得 な い。 人H移 動 に関 す

る 資料 の最 も大 き な欠 陥 は地 域 区分 で あ る。 ほ とん どの年 につ い て,各 共 和 国

ご との 人 口 お よ び 自然増 加率 の統 計 しか 存在 しない 。即 ち 日本 の47倍 の 面積 を

もつ ロ シ ア共 和 国 が1地 域 と して扱 わ れ てい るの で あ る。
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こ う した 点 を鑑 み,本 稿 で は相 関 係 数 の 計 測 で 諸 要 因 と人[移 動 率 との 関係

を探 る に留 め る こ と とす る。 それ は まだ こ う した 単 純 な分 析 に よ っ て も当 初 の

目的 に達 し得 る と考 え る た めで もあ る。 な お ソ連 の統 計 は常 に そ の信 頼 性 が 問

題 と な るが,こ の場 合 は 相対 値 を見 るの で あ るか ら一 国 と して の成 長 率 の 過 大

評 価 な どが 影響 を及 ぼす こ とは ない で あ ろ う。

経 済誘 因 につ い て は,こ こで は 地 域 の 一 人 当 り国家 投 資 額 をそ の指 標 とす る。

もち ろ ん 国 家投 資 が 全 て 開.発に用 い られ て い る はず は な く,住 宅投 資 や鉄 道 投

資 も説 明 要 因 と して考 慮 す る。 ま た 賃 金統 計 は80年 代 しか 存 在 し ない の で,賃

金 の代 理 変 数 と して一 人 当 りサ ー ビス 消 費 額 を採 用 す る。 ソ連 で は国 家 が 賃金

率 を決 定 した た め,通 常 は地 域 格 差 の 指標 とさ れ る賃 金 要 因(そ の代 理 変 数 で

あ るサ ー ビス消 費)を 経 済 誘 因 と して 取 り扱 う。

次 に地域 格 差 を測 る指 標 で あ る が,こ う した統 計 は非 常 に少 な い 。 よ うや く

医療 ・教 育 に関 す る量 的 資料 が あ る に過 ぎず,こ れ を用 い る こ と とす る。 ただ

し これ ら指 標 は1980年 以 降 に つ い て 明 らか に な って い る交通 ・住 居 ス トック な

ど と類 似 した 地 域 分 布 を もっ て お り,一 定 の 意 味 が あ る と考 え る。 デ ー タに関

して は第5表 に そ の 定義 を示 した 。

こ こで 行 った の は先 述 の よ うに,共 和 国(総 数15)毎 の.各年 の純 社 会 増加 率

と,そ の 前 年 の 要 因 との 問 の相 関 係 数 の 計 測 で あ る。1972～ ユ983年 の 人 口移 動

を 横 断 面 で 分析 した。 例 えば1972年 の 純社 会増 加 率 で あれ ば,.ユ971年 の 一 人 当

り投 資 額 を そ の 要 因 とす る。 同時 に投 資額 を1期 遅 れ に した場 合 の相 関係 数 も

観 測 し,移 動 が 投 資 の後 追 い を して い る のか,あ る い はそ の逆 な の か,を 比 較

した 。1978年 の 人 口 統 計 に は 問題 が あ り5},1977年 は後 半 の 年 と時 間 的 な断 絶

が生 じる ので 取 り扱 わ な い こ と とす る。 結 果 は第6表 に示 す が ,経 年 変 化 を見

や す くす る ため,'一1期 の要 因 につ い て そ れ を 図示 した ものが 第5図 で あ る。

こ こで 目 を引 くの は,前 半 と後 半 との間 で 相 関 の 強 さ に大 きな差 が あ る こ と

5〕1979年 に国勢 調査が行われ てお り,こ の年の調査 日が他 年 と異 なるLに ,大 幅 に数値 が修正さ

れているため,統 計 の一貫性が なくな るSallnow〔1977〕 も同様 に指摘 してい る。
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第5表/相 関分析 における変数 の定義

被説明変数:

純社 会増加率(年 初人 口と自然増 加率 より残差 法で算 出)

説 明 変 数;

国家投資/一 人当た り国家投資額(国 家 総投資 を年初 人口で除 した もの)

住 宅投資/各 共和国の一人当た り住宅投資額(住 宅総投資 を年初人口で除 した もの〉

鉄道建設/1平 方km当 た り新規建設鉄道延長(新 規建設鉄道総延長 を共和 国の面積

で除 した もの)

サー ビス/一 人当た りサー ビス消 費額(サ ー ビス総消費額を年初 人口で除 した もの)

医 師 数/人 目千人当た り医師数(総 医師数を年初人口で除 した もの)

ベ ッド数/人 口千人当た り病 院内 ベ ッ ド数 〔病院内総ベ ッド数を年 初人口で除 した も

の)

大 学 数/人 口千人当た り大学数(総 大学数を年初人口で除 した もの)

農業 生産/各 共和 国の..一人 当た り小 麦生産 量(総 小 麦生産量 を年 初人口で 除 した も

の)

ホすべて各共和国に関する値

O.9

0.呂

0.7

相0・6

関

係0,5

数0
.4

D.3

0.2

0.l

o

第5図 純社会増 加率 と諸 要因 との相 関係 数
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で あ る。 前 期 に 関 し,国 家 投 資 ・住 宅 投 資,鉄 道 投 資 は ほ とん ど説 明 要 因 と

な って い な い。 サ ー ビス消 費 額 は 一 定 の 相 関 を示 し,一 方 ス トック も また非 常

に低 い相 関 を見 せ る に とど ま った 。



-

62(300〕 第159巻 第4号

第6表/ソ 連に挙げる純社会増減率 と諸要因 との相関係数

年
要因 1972 1973 1974 1975 1976 1979 1990 1981 1982 1983

一人当 り

国家投資

卜1

'

`十1

D.43

0.39

0.36

0.46

0.41

0.38

0.39

0.40

0.38

0.46

0.46

0.36

0.29

0.23

0.23

0.68

0.70

0.68

0.69

0.65

0.65

O.65

0.67

0.64

0.57

0.55

0.54

0.50

〔}.50

0.50

一 人当 り

住 宅投資

'一1

'.

言十1

0,520.53

0.43

0.38

0.47

0.42

0.36

0.30

0.27

0.31

0.32

0.32

O,350.69

0.34.0.69

0,330.72

0.73

0.76

0.72

0.74

0.70

0.72

Q.67

0.70

〔).71

0.62

0.66

0.58

一人当 り

新規建設
鉄道(km)

`一1

'

∫十1

0.25

0.2D

O.20

0.28

D.28

0.28

034

0.34

0.33

0.29

0.29

029

0.04

0.05

0.05

O.55

0.54

0.56

0.54

0.55

0.54

0.57

0.58

0.59

0.46

0.47

0.47

〔}.43

0.43

0.43

サー ビス
販売額

t-1

`

'十1

0.55

0.52

0.51

〔}.49

0.49

σ.51

0.52

0.53

0.53

0.57

0.57.

.. 0.53

0.62

0.60

0.56

⑪.81

0.80

0.80

O.81

0.80

0.53

0.78

0.80

0.80

0.83

0.83

0.81

Q.76

0.74

0.72

.万人当 り
医師数

ご一1

置

'十1

0.32

0.32

0.33

0.24

0.25

0.26

O.17

D.17

0.16

0.24

0.21

0.20

0.49

0.46

0.43

0.60

0.60

0.58

O.51

0.50

0.46

0.48

0.43

0,・12

0.49

0.48

0.49

0.42

0.42

0.42

病 院
ベ ッ ド数

`一1

`

`十1

0.D1

- 0.0

-0
,〔M

D.11

D.07

D.02

O.150」6

0,100.13

0,070.08

0.06

-0.11

0.10

0.48

0.49

0.52

0.44:0.42

0.54:.0,52

.O,550.53

0.50

0.49

0.47

Q.45

0.49

0.50

一万人当 り

大学数

∫一1

'

`十1

0.58

0.6.1

0.57

0.64

0.62

0.56

0.39

0.32

0.27

0.26

0.18

0.16

0.54

0.52

0.51

0.41

0.47

0.48

0.44

0.46

0.47

0.42

0.44

0.45

O.49

0.51

0.5ユ

0.45

0.45

0.43

農業
総生産額

ご一1

∫

!十1.

0.15

0.07

0.04

0.09

0.04

0.07

0.08

0.11

0.15

022

0.27

0.21

0.16

0.08

0.13

O,570.60

0,51鳳62

⑪,520.64

0.59

0.63

0.6.1

0.53

0.50

0.53

0.42

0.47

D.49

(若年の純社会増減率 ζf-1,f,∫+1年 の要因)

ラ グ につ い て は,'一1期 の 要 因の 相 関.係数 と'+1期 の 要 因 の 相 関係 数 との

間 に 目立 った 相 違 は 見 ら れ ず,意 味 あ る結 論 を 導 ぎ出 す こ とは 出 来 な か った

(第6表 参照)。

これ らを 解 釈 して み よ う。1970年 代 前 半 の 中 央 ア ジアへ の人 口流 入 を考 える
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と,そ れ は政 府 の開 発 指 向 を 表 して お り,従 っ て前 半 は政 府 の経 済 誘 因 と人 口

移 動 との 間 に強 い 相 関 が 見 られ る ので は な いか と想 像 され る。 だが 結 果 は逆 で,

前 半 に は経 済誘 因 と人 口 移動 との相 関 は低 か った 。 そ して 後半,先 進 地 域 へ の

重 点投 資 が 行 わ れ る よ う にな った と き,投 資 額 や サ ー ビ ス消 費,社 会 ス トック

と の相 関 は軒.並み 強 くな った ので あ る。

つ ま り前期 は,国 家 の経 済 誘 因 に よ って 移 動 が操 作 され る割 合 が 低 か った の

で あ る。換 言す れ ば,ユ970年 代 前 腫トの相 関係 数 の低 さ は開 発 誘 因 の 有 効 性 の 低

さ を物 語 る。 政 策 に よる 人1.i流動 の操 作 の 可 能性 は 限定 的 な もの で あ る こ とが

示 唆 され よ う。

一 方1979年 以 降 の 人 口 移動 は先 進 地 域 の 社 会 ス ト ックに引 か れ て 生 じた と考

え られ る。 投 資 との 相 関係 数 の.ヒ昇 は,開 発 推 進 の た めで は な く,投 資 効 率 の

向 上 の た め に住 民 が居 住 を望 む 地 域=先 進 地域 に資 本 投 下 を行 う,と い う政 策

転 換 に起 因 す る ので は な いだ ろ うか 。 ラ グを変 え て も大 きな差 は 見 られ な い た

め,こ れ を 明言 す る こ と は出来 な い。 だ が 例 えば バ ル トへ の 流 入 は 一貫 して い

る 。 バ ル トは 先進 地 域 で あ り,こ こに対 し開 発 誘 因 を ケえ る とい うこ と は考 え

られ な い㌔ バ ル ト諸 国 に 関す る前 半 の投 資 比 重 の軽 さ,後 半 の 重 点投 資 は 政

策 転 換 を表 して い る(第4表)。 これ は 大 き く見 れ ば,バ ル トに対 す る投 資 は

.そ の地 へ の 人[流 入 を追 って行 わ れ た とい う こ とが 出 来 る ので は ない だ ろ うか。

もう一 つ の経 済 的誘 因 の指 標 で あ る一 人 当 た りサ ー ビス消 費 額 につ い て も同様

の結 果が 得 られ た 。

ス トリク は フ ロー の 蓄 積 さ れ た もので あ る。 従 って ,当 初 フ ロー(投 資)と

純 社 会 増 加 率 との 相 関 は低 か っ た もの の,時 間 に伴 い 重 点投 資 地 域 とス トック

整 備 の行 き届 い た 地域 とが 一致 す る よ う に な り,分 析 対 象 期 間後 半 の相 関 係 数

の上 昇 が 見 られ た と解 釈 し得 るか も知 れ ない 。 しか しなが ら第4表 に示 した よ

うに投 資 の 地 域 配 分 は年 を追 う ご と に先 進 地 域 の 比重 が増 大 してお り,こ の仮

6)TsSUSSSR〔1989〕 。 バ ル トの 優 越 性 に 関 して は ,Samorodov〔 且991〕 やP珈 ㎎ 〔1980〕

な どを 参 照 の こ と2



「

64(302}第159巻 第4号

説は否定されるであろう。

さて他方,地 域格差すなわち政府にとって短期的には操作が困難な要因とし

て導入 した医療 ・教育環境の変数についても先の経済的誘因と同じように前半

と後半とで相関の強さに大きな差が現れた。前半に見られる地域格差要因の純

社会増加率に対する説明力の低さは,経 済的誘因によってその影響力を相殺さ

れたと考えられる。

当初開発誘因は国家の意思に沿って与えられたが,人 口移動を全面的に制御

するには至らなかった。前半に見られる国家投資 と純社会増加率 との相関係数

の低さがこれを物語っている。ここで見た限 りでは,政 策的な人II再配分の成

果は限定的なものであったと思われる。1970年 代後半になるとインフラ整備率

の高い地域と開発の進められる地域 とが一致 し,い ずれが人口移動の説明要因

であるかを判断するのは困難になった。 ラグ付き変数とラグな し変数 との間で

有意な差は得られなかったが,分 析期間の前半におけるバル ト諸国に対する投

資比重の軽さと後半の重点投資,そ してそれに伴う投資 と純社会増加率 との相

関係数の高ま りから,広 く言って人口流入地域に資本投 下`が行われるように

なったと考えられる。

ソ連においても一定以上の人口移動は住民の自発的意思に従って生 じたこと

が明らかであろう。人L」移動を管理出来なかったことは国家が投下すべき労働

力を確保しえなか ったことを意味する。そしてこのことは他の全ての財に影響

を及ぼし,つ まるところ計画はその有効性を減 じるであろうことが示唆される。

経済の計画的運営のためには,労 働投入量をも先験的に決定する必要があった。

住民にある程度の自由を認めるとすれば,さ らに最適人口配置の解を導出し,

それが自発的移動の結果として実現されるように誘因を与えねばならない。こ

の場合少なくとも政府は各個人の効用関数を知 っている必要がある。最適解の

導出はその困難を考えればまず不可能であり,不 均衡が生ずるのは当然の事で

あった。

笥
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本稿は旧ソ連において,ロ シアが転出超過か ら転入超過へと推移した1970年

代半ばの 「人口流動転換点」を指摘 した。さらに人「.1移動の動態と当時の中央

政府の政策 との関連づけを試みた。そして旧ソ連における人口移動の発生事由

の分析を行った。

革命直後,ソ 連の人口移動に最 も大 きな影響を与えた要因はいわゆる強制移

住 と戦争 とであった。強制移住なしに,す なわち安価な労働力を無制限に確保

する可能性なしにユ930年代以降の経済成長は実現 しなかったと思われる。力を

もって初めて人口流動の管理が現実のものとなった。そ してこの時にこそ,計

画経済の 「可能性」が見られたのである。

だが強制力でなく,経 済誘因が利用され始めて以降,開 発にかかる費用に対

する配慮が働 き始めた。それら誘因は初期においては確かに有効であったこと

が想像される。1960年 代に生 じた後進地域への流入と先進地域ロシアからの流

出はその証左であると思われる。

しか し効率性の重視は全土に渡る均等工業立地政策から特定地域に対する重

点投資政策への転換を余儀なくさせた。そしてそれが1970年 代半ばの人口流動

転換につながることとなったのである。そしてまたよ り整備されたインフラ,

高い人口密度,よ り温暖な気候を備えた先進地域ヨーロッパ部への人口流入は

伝統的な人口流動の理論 と一致するものであ り,そ れまで政策的に押さえられ

ていた人口移動が顕在化することとなったのであろう。

人口移動の少なくとも一部は,経 済誘因によらず地域の経済格差によって生

じた。 この事実は労働力の配分が競争的に行われていたことを示唆する。一財

の配分が市場的に決定されるなら,効 率的な資源配分計画は市場が導き出す解

と同じものとなり,計 画の意義は著しく損なわれる%「 社会主義」という題目

があろうとあるまいと,強 制力をもって人[配 分を行わない限り,計 画の実現

7〕道義的な意味は考慮しない。また市場の失敗も考慮していない。
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は望 め ない 。 力 の 存在 は支 配す る側 とされ る側 との 存在 を 含意 す る。 そ の点 で,

自由 と平 等 を理 想 とす る 「社会 主義 」 的計 画経 済 とは 形 容 矛 盾 で あ り,机 上 の

空論 で あ る。 経 済 政 策 に よ る 人 口移 動 の制 御 は 「社 会 主 義 」 政権 下 に お い て さ

え,部 分 的 に可 能 で あ るに 過 ぎな か っ た。 され ば こそ,人 口 移 動 を個 人 の 自発

的意 思 に委 ね る下 で は 一層,開 発 を 政策 的 に進 め て もそ の 効 果 は 限 定 され る。

日本 に見 られ た 「拠 点 開 発」 が 顕 著 な成 功 を 見せ なか った の は 当然 で あ った と

言 え よ う(山 田,1994;若 林,1987)。

とはい え ここで これ 以 上 論 を 進 め る こ とはで き ない 。 注 意す べ きな の は,こ

の分 析 で 用 い た資.料が 面 積 ・人1...1ともに最 大 の重 み を もつ ロ シ ア共和 国 に 関 し

て大 きな歪 み を持 って い る こ とで あ り,こ の ま まで は誤 った結 論 を 導 き出す こ

と にな りか ね ない で あ ろ う。 語 り得 ぬ もの につ い て語 ろ う とす る こ とは慎 まね

ば な らな い。 研 究 を進 め て い くに は,さ らに詳 細 な地 域 区 分 に基 づ く資 料,そ

してOD(origintodestination>表 に依 拠 して距 離 変 数 を導 入 した分 析 が必 要

で あ る。 距 離 を考 慮 す るな らば,極 東 ・シベ リア に対 す る比 重 が増 大 し,1970

年代 まで の政 府 の 支 配 力 を よ り正確 に(恐 ら くは よ り強 い もの と して)捉 え る

こ とが で きた で あ ろ う㌦ さ ら な る研 究 は 今後 の課 題 と した い 。

*本 稿 は筆 者 の京都 大学経済学修 士論文r人 口移動に対す る経済誘 因の有効 性』

(1996.1.提 出)の一 ・部を改稿 した ものであ る。御指導頂 いた京都 大学経 済学部西

村周三先生,東 京大学経 済学部 田渕隆俊 先生,神 戸大 学経済学部大津定美先生に深

謝 申し上げ ます。
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